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はじめに
環境汚染を引き起こすエネルギー事業: 
住友商事は今こそ変革の好機
他の先進諸国が自国へのクリーンな再生可能エネルギーの導入を加速させる中、
日本は逆行している。日本は、リスクを承知で石炭への依存度を高め、気候変動に
拍車をかけるバイオマス発電技術にも区別なく補助金を支給する政策を
講じている。

政府の方針だけが、日本の環境を汚染するエネルギーの拡大をけん引している
わけではない。民間部門もまた、日本のエネルギーのカーボンフットプリントの増大
に極めて重要な役割を果たしている。

東京に本社を置く世界的総合商社の住友商事は世界規模の石炭やバイオマスの
ネットワークの中心にいる企業であり、地球上で最も有害な燃料の採掘、粉砕、
資金調達、輸送、燃焼に携わる。

2011年の東日本大震災と東京電力福島第一原子力発電所で起きたメルトダウン
は、日本のエネルギー情勢に変化をもたらした。政府は、2012年に再生可能 
エネルギーの奨励策である固定価格買取制度 (FIT)を導入し、発電所事業の急増
につながる電力セクターへの新規発電事業者の参入を認め、新たなうねりとなる 

エンビバのバイオマス工場に関係している湿地林の伐採 
(米国ノースカロライナ州、サザンプトン郡） Dogwood Alliance

4



東京に本社を置く世界的総合商社の住友商事は 
世界規模の石炭やバイオマスのネットワークの中心に 
いる企業であり、地球上で最も有害な燃料の採掘、 
粉砕、資金調達、輸送、燃焼に携わる。  

石炭火力発電所建設を促す電源構成(エネルギーミックス） の目標も掲げた。 
再生可能エネルギーの奨励策によって、日本の太陽光発電市場は世界第2位の  
規模になったが、同時にバイオマス発電所の急増ももたらした。バイオマス発電は
パーム油、木質チップ、木質ペレット、パームヤシ殻（PKS）を原料とするため、東南 
アジア、カナダ、米国、そしてさらに広範な地域における森林の消失・劣化の 
直接的な要因となり、気候変動を悪化させる。

これら2つの有害な傾向の中心にいるのが住友商事である。この巨大な総合商社
は、石炭の採掘や日本への輸入、石炭火力発電所の建設に携わり、また、日本向け
バイオマスエネルギー燃料材の最大の輸入事業者であり、木質バイオマス発電 
設備の建設も先頭に立って進めている。さらに、木質ペレットの輸入事業に積極的に
取り組む住友林業や、石炭火力発電所事業に率先して投資を行う三井住友銀行 
など、住友グループの他の組織も、関連する環境破壊につながる事業に関わっている。

さらに、住友商事は、多くの海外企業の大手株主でもある。その中には、自動車
修理・タイヤ販売を行うマイダス（Midas）やナショナル・タイヤ・アンド・バッテリー

（National Tire & Battery）も含まれ、これらの企業の店舗には日々、数え切れない
ほど多くの米国人が訪れる。石炭や森林伐採がもたらす気候への脅威に対する 

露天堀炭鉱 Mark Agnor/Shutterstock.com
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消費者意識が急速に高まっている状況において、親会社である住友商事の行動が
生み出す子会社のレピュテーションへのリスクは明らかである。

住友商事は2019年8月の「統合報告書2019」に気候変動に対する新たな方針を 
発表し、持分発電容量における石炭の比率を下げ、石炭火力発電所の新規開発を
行わず、一般炭の生産は現在の水準を上限とするとした。前進したとはいえ、それは
住友商事のあるべき姿には程遠いものだった。さまざまな抜け道が石炭火力発電所
建設の継続を可能にしており、この方針は石炭採掘や石炭火力発電事業の実際の
削減を保証するものではない1。

もちろん、このようなことはあってはならない。住友商事の新規事業の規模や多様性
を考えれば、同社は気候に対して大いにプラスの影響を及ぼすことができる。 
クリーンなエネルギーへの道筋を選ぶべきである。石炭火力発電所の開発をこれ
以上行わない姿勢を本格化・強化し、石炭採掘からの撤退、そして有害な大規模 
バイオマス発電事業にではなくクリーンな再生可能エネルギーへの投資を宣言 
すれば、住友商事は同業他社から抜きんでた存在になりうる。また、日本による 
国内外でのエネルギー政策の賢明かつ効果的な改革を後押しすることで、リーダー
シップをさらに発揮することができる。

選択すべきことは明白である。

太陽光パネル（沖縄県沖縄市）  imacoconut/Shutterstock.com
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石炭 VS 気候
地球温暖化に関する画期的な京都議定書の合意会議を開催したにもかかわらず、
日本は過去20年にわたり、石炭への依存度を着実に高めてきた。1990年から2017年
にかけて日本の石炭火力発電所の石炭消費量は3倍以上に増え、1990年の 
2600万トンから2015年には8300万トンに達した2。これに呼応して、1990年から
2016年の日本の石炭火力発電所からの二酸化炭素排出量は169％と大幅に増加し

（約2.7倍）、石炭は日本の発電関連排出量の半分超を占めている3。

国内の石炭火力発電所建設の急増
2011年の東日本大震災と東京電力福島第一原子力発電所のメルトダウンを受け、
日本は石炭火力発電所の建設ブームへ突き進み、ピーク時には国内でおよそ50基

（23GW）の建設が計画された。世界の発電所の標準的な廃炉年数は40年であり、
その時点の日本の既設石炭火力発電設備の平均稼働年数は25年であったため、
日本の石炭発電所の終焉の日は、かなり間近に迫っていた4。だが、近年の発電所
建設ブームにより、一様に廃炉に向かっていた石炭火力発電所は、今後数十年に 
わたり継続しうるものに再構築される恐れがある。国民の激しい反対に背中を 

環境汚染を引き起こすエネルギー
を容認する日本の姿勢

石炭工場（山口県宇部市）   Yangxiong/Shutterstock.com
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押され、13基は計画中止にこぎつけた5 が、日本は依然として、G7諸国の中で国内
の石炭火力発電容量を増やしている唯一の国である6 。 

住友商事を含む日本の総合商社は、国内で石炭火力発電所の開発を積極的に 
主導している。例えば、住友商事は仙台市に112MWの石炭火力発電所の建設を
計画していたが、反対を受けて頓挫した。住友商事の石炭事業の詳細な議論は、 
１９ページからのセクションを参照いただきたい。

日本が気候対策でリーダーシップを発揮し、パリ協定のもとで「2030年までに温室
効果ガスを2013年のレベルよりも26％削減する」という日本のコミットメントを達成
するには7 、石炭への依存を終わらせなければならない。石炭火力発電所の新規建設
は、排出量の削減をより一層難しくする8。発電所からの排出量の削減に向けた 
技術的な解決策は依然として夢物語のままで、炭素回収・貯留技術の導入に成功
した国はない。この技術はコストが高く、実用化されておらず、二酸化炭素の地中貯留
には地質学上のさまざまな制限があり、多くの石炭火力発電所にとってこの技術を
後から導入するのは現実的ではない。そうだとすれば、排出削減目標を満たすには、 
石炭火力発電所が耐用年数を迎える前に、廃炉せざるを得ないだろう。それは運営
する企業・事業者にとって座礁資産のリスクとなる。

日本の石炭ブームを支える採鉱
と輸入
日本の石炭のほぼすべては輸入によって
賄われており、住友商事のような総合商社
がその中心的役割を果たしている。2017年
時点で日本の石炭の主な輸入先は、 
オーストラリア（73％）、インドネシア（12％）、
ロシア（10％）、米国（2％）、カナダ（2％）、
中国（1％）である9。  
 
住友商事は、採鉱や関連するインフラ 
整備、石炭の加工・輸送に至るまで総合的
な石炭ビジネスを展開し、日本への出荷量
は年間600万トンとしている10。 住友商事
の炭鉱事業の詳細は１９ページからの 
セクションをご覧いただきたい。

 
 

一般炭輸入量
約１億1,440万トン

2%
米国

2%
カナダ 1%

中国

12%
インドネシア

10%
ロシア

73%
オーストラリア

日本の石炭輸入量 （2017年）

経済産業省 資源エネルギー庁
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汚染を引き起こす電力の輸出
日本政府（国際協力銀行：JBIC）や国内大手金融機関の支援を受けて、住友商事
を含む日本企業は世界中で石炭火力発電所の建設を進めている。調査では、 
2016年から2018年9月までの間、世界の上位石炭開発事業者への資金提供先 
として、みずほフィナンシャルグループ、三菱UFJフィナンシャル・グループ、三井住友 
フィナンシャルグループがそれぞれ1位、2位、4位になったことが分かった11。

こうした融資は、丸紅、住友商事、三菱商事、電源開発などの企業の石炭火力発電所
開発に充てられてきた。住友商事自体は、バングラデシュ、ベトナム、台湾、 
マレーシア、インドネシアで近年大規模発電所を完成させたほか、計画中や建設中
の案件も有している。同社の石炭火力発電所事業の詳細な議論は、２０ページから
のセクションを参照していただきたい。

気候変動をもたらすCO
2
排出の拡大だけでなく、発電所の建設は、地域社会に 

おける人権侵害につながり、呼吸器疾患や早期死亡さえも引き起こすPM2.5などの
微粒子汚染を増大させてきた。最新調査では、東南アジアでの石炭事業拡大に 
より、大気汚染による死者の数が、現在の年間およそ2万人から2030年には7万人
に増えると推定されている12。また、日本企業が発電所の建設を進めているのは、 
大気汚染基準が日本国内で認められるであろう基準よりもはるかに緩い国であり13、
住友商事によるベトナムでの発電事業計画では、日本で建設される最新の 
石炭火力発電所に比べると最大9倍の汚染物質が発生すると見込まれている14。 
住友商事は2019年8月に石炭火力発電所の新規建設を行わないと宣言したが、 
本事業については例外案件であると明言している15。

東京上空のスモッグ  Capricornis Photographic Inc./Shutterstock.com 
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バイオマスの燃焼：木を見て森を見ず
気候災害：森林バイオマスと二酸化炭素
バイオマス燃料は、古代の有機物質から作られる化石燃料とは対照的に、今ある 
植生に由来するため「再生可能」であると考えられる。バイオマスの燃焼に伴い 
発生する、二酸化炭素（CO

2
）の排出量は、京都議定書やそれ以降の各協定の 

もとでは発電所からの排出量として計上されてこなかった。

すなわち、バイオマスは、発電所のCO
2
排出量を削減するものとして正式に認めら

れている。しかし、バイオマスの燃焼により、実際には一定期間、大気中の二酸化 
炭素量は増加することになる。森林バイオマスの場合、樹木が成長して大気中の 
炭素を再吸収するのに長い時間がかかるため、「炭素負債（炭素の吸収より排出の
ほうが多い状態）」の期間が長期にわたる。この期間中、バイオマスからの二酸化 
炭素は気候変動の問題を増大させているのである16。大気中のCO

2
が増加する 

こうした「負債」を返済するには数十年あるいは数百年を要し、それでさえ、樹木が
再生できる場合に限られる17。

2019年8月の「気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の土地特別報告書」では、

エンビバの木質ペレット工場（ノースカロライナ州アホスキー）  Dogwood Alliance

大気中のCO2が増加するこうした「負債」を 
返済するには数十年あるいは数百年を要し、 
それでさえ、樹木が再生できる場合に限られる。
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「木材に含まれる炭素が伐採木材製品（伐採後に製材、木質パネル、家具など 
として利用されている木材製品）へ移行する場合、これらの製品は長期にわたり 
炭素を貯蔵することができ、別のセクターで排出量の多い物質に取って代わり、 
排出量の削減を可能にする（確信度が高い）。バイオマスが緩和戦略などとして 
エネルギーに利用される場合には、炭素はより速いスピードで大気中に再び放出 
される（確信度が高い）」と指摘している。18

2018年のマサチューセッツ工科大学（MIT）とマサチューセッツ大学ローウェル校
（UMass Lowell）の研究者による動的ライフサイクル分析は、米国東部の森林 

バイオマスを英国の発電所で利用すると、伐採後に新しい樹木が成長し、大気中の
二酸化炭素をゆっくりと吸収する中で、44〜104年の間、大気中の二酸化炭素を 
増加させると結論づけた。また、天然の広葉樹林から成長の速いマツの植林地への
転換を分析したところ、管理された植林地は炭素の貯蔵が少ないため、これらの 
植林地による気候への影響が増大することを突き止めた19。

また今日、パリ協定の目標を達成し、地球の気温上昇を1.5℃未満に抑えるためには、
森林は炭素の吸収源となり長期的な貯蔵庫として機能する上でさらに大きな 
役割が必要とされる。これを実現するにはすなわち、既存の森林を保護し、 
集中管理される短期的に伐採を繰り返す早生樹の植林地に転換するのをやめ、 
伐採されたり劣化したりした一帯を生態学的に回復させなければならない20。 
 
根本にあるのは、規模の問題である。バイオマス燃料の需要が急増する中、 
木質ペレットや木質チップのような森林由来の燃料は、貯蔵や輸送が可能である 
ことや、そのエネルギー密度（容積当たりのエネルギー量）、相対的な質の一貫性と 
安定性から、他のバイオマス燃料よりも好まれる。バイオマスに対する世界的な需要
の規模は大きく、木材・紙生産 に伴う既存工場からの廃棄物などを活用するだけで
なく、天然林をより徹底的に伐採し、天然林を植林地に転換し、森林を減少させる 
圧力の高まりにつながっている。

産業用木質ペレットの世界全体の取引量は2017年に1400万トンを超え、2027年には
3600万トン超まで増えると予測され、増加分の大半は日本、韓国、欧州によるものと
される21 。

産業用木質ペレットの世界全体の取引量は2017年に1400万
トンを超え、2027年には3600万トン超まで増えると予測され、 
増加分の大半は日本、韓国、欧州によるものとされる。22
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産業用木質ペレットの国際取引 需要と供給（2017年）

供給
需要 

（百万トン）

22

木質チップやペレットは、樹木の枝や先端部、幹、切り株から作られ、樹木全体が 
使用されることもますます増えている23。2019年8月のIPCC土地特別報告書はこう 
指摘する。「バイオエネルギーの原料として林地残材や有機廃棄物を利用することは、
バイオエネルギー導入に伴う土地利用の変化への圧力を緩和できるが、残材には 
限りがあり、本来ならそのまま土壌に残される残材を除去してしまうと土壌劣化に 
つながる可能性がある」24

木質ペレットや木質チップは、木材としての使用に適さない低品質の樹木を、 
付加価値は低いが大量に使用する。バイオマスが、本来なら採算が取れない森林

供給
需要 

（百万トン）

産業用木質ペレットの国際取引 需要と供給（2027年）

Environmental Paper Network ©2018

Environmental Paper Network ©2018
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伐採に拍車をかけているのにはこうした背景がある25。樹木に蓄えられる炭素を、 
このように燃やされてすぐに大気中に放出されるバイオマス燃料に変換することは、
今日、木質バイオマス利用が気候に悪影響を及ぼすことにほかならない26。

気候への影響もさることながら、森林生態系が、生物多様性の保全に欠かせない 
ものであり、土壌侵食を抑制し、降雨から土壌を保護する上で重要な役割を果たし、
淡水管理に不可欠であり、森林地帯やその近隣に暮らす先住民を含む人々の 
生活圏を支えているのは言うまでもない。日本のバイオマス発電政策はこれらの 
すべてを危険にさらしている。

バイオマスの二酸化炭素—抜け道を利用する商社
2011年の東日本大震災と東京電力福島第一原子力発電所の災害を受けて、 
日本の国会は再生可能エネルギーの新たな奨励策である固定価格買取制度

（FIT）の創設を承認した。経済産業省（METI）はすぐさま施行規則の草案作成に
着手し、2012年にこの奨励策を発表した。

バイオマスの「一般木質」区分の適用規則は、森林木質資源（木質チップや機械で
圧縮成形された木質ペレットの形態）、パーム油、パームヤシ殻の利用を認めている。
日本のバイオ燃料基準は、液体燃料（エタノール）の利用に際して、ライフサイクル 
アセスメント（LCA）での温室効果ガス排出量がガソリンに比べて50％未満である
ことを義務付けた（2017年度に45％未満に強化された）27が、 発電用のバイオマス
については、FITの立案者は温室効果ガス排出削減量の基準を入れなかった28。 
木材自体に含まれる炭素に加え、樹木を伐採し、木材を工場に輸送し、木材を乾燥
させてチップやペレットに加工し、海を越えて日本に燃料を運び、その後それらの 
燃料を国内で移動させるそのすべてにおいて、大量の二酸化炭素を排出する 
化石燃料が必要とされる。

日本政府は、直近の「エネルギー基本計画」の目標および方針を踏まえて、目指す電源
構成（「長期エネルギー需給見通し」）を定期的に発表している。最新見通しでは、 
2030年度には総発電量の3.7〜4.6％をバイオマス発電によって賄うことを目指して
いる29。これをすべて木質ペレットで賄うとすると、その量は年間2000万トン相当に 
なると推定される30 。ちなみに、業界専門家の推定によれば、2019年のペレットの 
世界全体の生産量はわずか2200万トンである31。一方、木質ペレットの国内生産量
は年間12万トンで横ばい状態が続いた。

多くの発電事業者が高い電力の買取価格に引き寄せられ、日本のバイオマス発電
の新規市場に参入した。当初の買取価格は、バイオマス発電の「一般木質」区分で
1kWh（キロワット時）当たり24円、買取期間は20年だった。2017年のピーク時には、
バイオマス事業のうち13 GW超がFITのもとで認定された。そのうちの92％は、木質
ペレット、木質チップ、パームヤシ殻、パーム油などを含む「一般木質」区分での認定
だった32。
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多くの発電事業者はバイオマス燃料の長期にわたる安定的な供給を確保できず、
前に進めなかった。2019年3月までに稼働容量合計1GW、48の発電設備が稼働を
開始していた33。総合商社は、その燃料調達能力からバイオマス発電所事業の成功
に欠かせない存在となり、とりわけ市場をリードする住友商事は、2021年度には 
バイオマス燃料の輸入シェア40％を目指している34。

エネルギー政策が再構築される以前、日本には小規模ながらバイオマス熱電併給
事業が存在した。その燃料は主に、間伐材、地域の林産業からの他の副産物、農業
廃棄物によって供給された。これは、雇用機会を維持しようと懸命に努力している 
農村地域にとって願ってもない機会に発展する可能性があった。だが、奨励策である 
FITによる需要がブームを生み出し、瞬く間に国内の供給が追いつかなくなった35。

日本に輸入される木質ペレットの量は2014年から2017年にかけて5倍に増え、 
カナダとベトナムが主要な供給源だった36。現在は、米国、とりわけその南東地域が
主な供給地として浮上している。米国は木質ペレットの世界最大の供給源であり、 
そのほとんどを輸出用としてのみ生産している37 。

エンビバの木質ペレット工場 （ノースカロライナ州アホスキー）   Dogwood Alliance

日本に輸入される木質ペレットの量は 
2014年から2017年にかけて5倍に増えた。
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カナダ
ベトナム
中国
その他合計

(千トン)

38 

木質バイオマスを加える混焼： 
非効率な石炭火力発電所の救済措置
日本のエネルギー政策は、新規石炭火力発電所の開発をもたらしていると同時に、
石炭とバイオマスを混合して燃焼させる「混焼」という手法によって、既設の非効率
発電所の運転継続を可能にしている。石炭火力発電所の耐用年数が伸びること 
自体が気候にとってはマイナスである。日本では、バイオマス燃料を燃焼する際に
排出される二酸化炭素は、発電所が排出する温室効果ガスとして計上されず、 
バイオマスの生産 ・ 輸送に使われる炭素は考慮されない。

「エネルギーの使用の合理化に関する法律」（省エネ法、2013年改正）を踏まえ、 
METIは石炭火力発電設備の自主的な発電効率基準を設定した。基準は電力事業者
に対し、すべての新規設備で超々臨界圧（USC）石炭火力発電技術の発電効率（42％）
の達成と、新設・既設を合わせた石炭火力発電設備の平均発電効率41％の達成を
目標として掲げている39。2018年に国会で承認された「第5次エネルギー基本計画」
は、「非効率な石炭火力発電設備（発電効率が超臨界圧＜SC＞以下）40に対して、 
こうした非効率な石炭火力発電設備新設の制限を義務付けることも含めたフェード
アウトを促す仕組みや、2030年度に向けて着実な進捗を促すための中間評価の 
基準の設定を検討することを含む」今後の強制的な措置の可能性を示唆した41。

しかし同時に、政府はバイオマスの選択肢を提示し、汚染を引き起こす既存の石炭
火力発電所に救いの手も差し伸べた。石炭火力発電所が石炭とバイオマスを混合
して燃焼する「混焼」を行えば、バイオマス燃焼によって生み出されるエネルギーは
発電所の発電効率に貢献する。ところが、発電効率を計算する際、バイオマス燃料
のエネルギー量は、投入されるエネルギー総量から除外されるため、発電所は 
同じ量の石炭からより多くの電力を生み出し、ひいてはより高い発電効率基準を 

出典：財務省貿易統計
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満たしているかのように見えるのである42。バイオマス産業の専門家は、もし、こうした
手法を何も講じなければ、既設発電所の3分の2はこの基準を満たすことはない 
だろうと推定した。既設発電所のすべてが木質バイオマスとの混焼によって基準を
満たすと仮定すると、日本は1年間でさらに200万トンのバイオマスを燃やす必要が
あるだろう43。その上、METIは石炭エネルギーセンターと連携して、木質ペレットと
の混焼を現在の2％から20％に増やすことが実現可能かどうか調査を進めており、
そうなれば木質ペレットの需要は年間3000万トンに増える可能性がある44。

再生可能エネルギーの奨励を意図して作られたFITであるが、むしろ石炭火力 
発電所での木質バイオマスの燃焼に補助金を出す形となった。燃料コストを下げる
ことで、石炭火力発電所そのものへの補助金として機能したのである（少なくとも
2019年度のFITによる調達までは）45。FITの認定対象から外れると、バイオマス燃料
の混焼に関しては温室効果ガスの基準がないだけでなく、合法性やトレーサビリティに
関する基本的な基準すらない46。こうした森林バイオマス需要の大幅な増加に 
対して起こりうる気候や持続可能性への影響は、深刻である。

低下するエネルギー安全保障、ないがしろにされる国内資源
住友商事は木質バイオマスを大量に輸入し、日本のエネルギー政策が持つ設計上
の欠陥を利用している。日本では国土の3分の2を森林が覆っているが、スギを 
はじめとする針葉樹の単一樹種からなる人工林が4割を占める47。研究者の指摘に
よると、日本のバイオマス生産量は潜在的には世界で5番目に多いとされるが、 
森林管理が不十分で、国内の木材産業の残渣も有効活用されていない。また国内
のサプライチェーンの改善よりも、輸入木材の供給確保に必死になっている48。

石炭に混ぜられる木質ペレット FabrikaSimf/Shutterstock.com

日本のエネルギー政策は、新規石炭火力発電所の開発
をもたらしていると同時に、石炭とバイオマスを混合して
燃焼させる手法によって、既設の非効率発電所の 
運転継続を可能にしている。
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2002年、日本政府は「バイオマス・ニッポン総合戦略」を策定した。この戦略では、 
バイオマスを気候変動対策の一つとするだけではなく、農林業従事者にとっての 
価値創出、地方への低価格での熱・電力供給、地域活性化の手段として、農業廃棄物
を含めたさまざまな種類のバイオマスを活用するという方針が示された49。 
政府は、5,000 kWの発電所を建設し、各発電所の半径50km以内の範囲から
100,000m3の原料を調達すると想定した。この戦略の目標とされたのは、環境効果
を生み出すこと、経済を支えること、地方人口を安定させることの3点だった50。

これらの目標は、日本政府の「第5次エネルギー基本計画」（2018）でも言及されて
いる。「未利用材による木質バイオマスを始めとしたバイオマス発電は、安定的に 
発電を行うことが可能な電源となりうる、地域活性化にも資するエネルギー源である。
特に、木質バイオマス発電及び熱利用については、我が国の貴重な森林を整備し、
林業を活性化する役割を担うことに加え、地域分散型、地産地消型のエネルギー源
としての役割を果たすものである51」

炭素吸収期間の短いバイオマス燃料

しかし、国内の森林からバイオマスを得たとしても、結果的には海外から調達した 
場合と変わらない炭素負債が生じる可能性があるため。本当の意味での残渣や 
農業廃棄物など、炭素吸収期間の短い現地資源を用いることが当然重要になる。 
また、自然エネルギー財団は、ttや国内の森林の劣化防止のためには日本の 
森林法にだけ依拠していては不十分であると警告している52。バイオマスなどを目的
とした伐採が激増し国内の森林の皆伐が助長されたため、「はげ山」に関する報道
も既に出てきている53。

そうした背景とは裏腹に、住友商事をはじめとする商社は、圧倒的に燃料の輸入に
注力し、日本国内には背を向けている。これはすなわち、地方の経済発展に目を 
向けず、農村から低価格の熱・電力源の供給のポテンシャルを奪い、生物多様性を
高めるために単一樹種からなる日本の森林を改良する機会を無駄にしているという
ことだ。このように他国からの燃料輸入への依存度を高めるのは、日本のエネルギー
安全保障上の目標に逆行する行為である。商社は、日本国内のエネルギー消費者
や農村住民を犠牲にしながら、私腹を肥やしているのだ。

住友商事の石炭事業：住友商事の石炭事業：

マツの植生林（神奈川県丹沢）  Ryan McBride

住友商事をはじめとする商社は、 
圧倒的に燃料の輸入に注力し、 
日本国内には背を向けている。
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パーム油の問題
消費財や食品に使用するパーム油を生産するため、熱帯林と泥炭地からパーム・ 
プランテーションへの大規模な転換が行われてきた。インドネシアやマレーシアなど
の主要生産国では、強制労働や土地をめぐる紛争といった人権侵害が発生して
きた164。野生生物の生息地の破壊により環境への甚大な被害がもたらされるとともに、
森林と泥炭地を燃やすために定期的にひどい大気汚染が生じている165。気候変動
に関して、経済産業省の委託で三菱UFJリサーチ＆コンサルティングが実施した分析
では、土地利用の変化による排出量を計算に入れない場合でも、パーム油は同社
が比較分析を行った全てのバイオ燃料の中で最も温室効果ガス排出量が多く、 
一部の化石燃料よりも悪い結果が出た166。

発電に使用する場合、莫大な量のパーム油が必要となる。日本のパーム油輸入量は
現在、消費財と食品用の年間わずか７5万トンにすぎない。もし固定価格買取制度で
パーム油使用の認定を受けた発電所が全て建設されたなら、日本はパーム油を年に
340万トン輸入しなければならなくなるだろう167。10MWの発電所1カ所だけで年に 
2万トンを消費すると見積もられ、これは日本の全ての洗剤メーカーが1年間に 
使用する量と同等である168。

京都府舞鶴市の発電所や宮城県のH.I.S. Super電力の発電所など、目立った 
パーム油発電所は市民から猛反発を受けてきた。世界中の15万人弱の人々が 
H.I.S.に発電所の建設計画を撤回するよう要求を出した169。

日本が固定価格買取制度の再生可能エネルギーにパーム油を含めていることは、
環境破壊をもたらす。住友商事は、発電用のパーム油の調達やパーム油発電所の
建設に参加することを公に拒否し、パーム油の燃焼への公的補助金を打ち切るよう
呼びかけることで、先導者になれる。
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日本の石炭依存を後押し
新興国を中心として、世界レベルで石炭の重要性に当分変わりはない 
ものと見られています。住友商事は、石炭事業を通じて世界レベルで 
石炭供給力を安定させ、国際社会の安定的発展に貢献していきます。

--住友商事のウェブサイトより54

石炭の主要輸入企業である住友商事は、日本の石炭への逆戻りを後押しする中心的
な存在である。2019年8月、住友商事は採炭業の拡大をやめる方針を発表したが、
本レポートでも後述するように、同社のウェブサイトには、稼働中の炭鉱で着実に 
生産を継続しつつ未開発鉱区の開発検討を実施することが戦略面での優先課題
であると今も記載されたままだ。

住友商事グループは直接投資家として、オーストラリアのオーキークリーク、 
ヘイルクリーク、ロレストン、クレアモントの炭鉱から年間600万トンの一般炭・原料炭
を生産している（合弁企業による生産量も含む）。また住友商事は石炭商社としても

反省の色がない汚染の犯人

石炭火力発電所  kamilpetran/Shutterstock.com
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活発に事業を展開している。同社のウェブサイトには、ロシア産石炭の日本向け輸入
に関して長い歴史を持ち、取扱量は年間400万トンに上るとある。また石炭開発事業
の主要地域としてロシア、モンゴル、インドネシアを挙げ、「こうした地域は（中略） 
未開発の有望な案件が多く見られます」と記載。さらに「次世代のコア事業と 
するべく長期的な観点から取り組んでいます」と述べている55。

汚染をもたらす発電所を国内外に建設
住友商事は、汚染をもたらす石炭火力発電所の海外での建設を最前線で 
けん引している。同社が発電所建設プロジェクトに出資するケースもあるが、 
それよりも設計・調達・建設（EPC）を請け負い、日本の設備サプライヤーと 
共同でこうした複合プロジェクトの運営を担うケースが大半を占める。

住友商事は現在、三つの発電所の新規建設に参画している。その中でも注目され
議論を呼んでいるのがバンフォン1事業だ。現在ベトナムで建設が進められるこの
1,320MWの石炭火力発電所には、発電効率の低い「超臨界圧（SC）型」という石炭
火力発電技術が用いられる。グリーンピースの国際大気汚染ユニットが同事業の 
環境社会影響評価（ESIA）報告書を分析したところ、バンフォン1石炭火力発電所 
から排出される有害汚染物質の量は、日本で新規に建設される発電所の通常排出量
よりもはるかに多くなることが判明した。粒子状物質や二酸化硫黄の排出量は最大
5倍、有害汚染物質の窒素酸化物の排出量は最大9倍にも上ると考えられる。これらの
汚染物質への暴露により、発電所の稼働期間を通して1,900人もの人々が早期死亡
すると予測される56。

中国  日本
(Permit 

Conditions)

韓国 米国 EU バンフォン１

57グリーンピースの国際大気汚染ユニット
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さらに、事業開発の一環で地元住民との協議が行われたとはESIA報告書には記載
されておらず、地元住民は近隣の湾に生息する魚に廃水がもたらす影響や石炭灰
の処理について不安を示している58。この事業では強制立ち退きという人権的な 
問題も起こっており、数百名の地元住民が立ち退きを要求された。そうした事例の 
一つは国際メディアでも報じられた。「カおばあさん」（ファム・チ・カ）という99歳の 
女性が自宅からの立ち退きを拒んだという話だ。住友商事の発電所の建設地とする
ためにカおばあさんの自宅が取り壊された後でさえ、彼女はその場から動かなかった。
彼女の息子は、引っ越し先として指定された場所は農業向きではなかったと話す。 

「そこでは仕事ができません。耕作に向いた土地ではないんです59」

住友商事は、2017年3月にインドネシアで着工したタンジュン・ジャティB石炭火力 
発電所5・6号機拡張事業など、他にも同様の事業を東南アジアで進めている60。 
インドネシアは従来から高い汚染レベルに悩まされている。タンジュン・ジャティB 
石炭火力発電所の既存の発電ユニット4基も住友商事が建設したものだが、これらは
年間1,000人の早期死亡の原因になっているとされており、呼吸器疾患や漁獲量の
減少といった問題について地元住民は不満の声を上げている。こうした不満は、 
発電所の拡張に対する抗議運動にも発展している。汚染物質全体を削減し健康 
問題に対処するよう住民が要求しているのだ61。

バンフォン （ベトナム） ©国際環境 NGO FoE Japan

引っ越し先として指定された場所は農業向きでは
なかったと話す。「そこでは仕事ができません。 
耕作に向いた土地ではないんです」
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本レポートの発行時点では、住友商事はこれらの事業への投資をやめる予定だと
いう発表は行っていない。2019年8月には同社は「石炭火力発電事業については、
新規の開発は行わない」と発表したにも関わらずである62。

住友商事が国外に持つ石炭火力発電所一覧

発電所名 国・地域 発電容量 種類 完工年月 役割
マタバリ発電所 
1・2号機63

バングラデシュ・
マタバリ島

1200MW 超々臨界圧 建設中（2024年完工
予定）

EPC

バンフォン1 ベトナム・ 
カインホア省

1320MW 超臨界圧 2023〜2024年まで 
延期64、65

BOT

タンジュン・ジャティ
B石炭火力発電所 
5・6号機拡張66

インドネシア・ 
セントラルジャワ

2000MW 超々臨界圧 2021年9月 出資

ズエンハイ3石炭火
力発電所拡張67

ベトナム・ 
ズエンハイ

688MW 超臨界圧 2019年まで延期 EPC 

ロンタール石炭火力
発電所4号機68

インドネシア・ 
ジャワ島 
バンテン州

315MW 超々臨界圧 2019年 EPC 

ターリン火力発電所
1・2号機69

台湾・高雄市 1600MW 超々臨界圧 2018年 EPC

3A石炭火力 
発電所70

マレーシア・
ペラ州
マンジュン

1000MW 超々臨界圧 2017年9月71 EPC

タンジュン・ジャティ
B石炭火力発電所 
3・4号機72

インドネシア・ 
セントラルジャワ

1320MW 亜臨界圧 2011年・2012年 出資

ブルーウォーターズ
石炭火力発電所 
1・2号機73

オーストラリア・ 
西オーストラリア
州コリー

458MW 亜臨界圧 2009年 出資

ジマ発電所 
1・2号機74

マレーシア・ 
スンビラン州ヌグリ

1400MW 2009年 EPC 

タンジュン・ジャティ
B石炭火力発電所 
1・2号機

インドネシア・ 
セントラルジャワ

1320MW 2006年10月・2006年
11月

出資

ファーライ2石炭 
火力発電所75

ベトナム・ 
ファーライ

600MW 2002年 EPC

EPC＝設計・調達・建設      BOT＝建設・運営・譲渡
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日本国内では、稼働中の石炭火力発電所は2018年2月時点で100カ所以上、設備
容量は合計45GWで、それとは別に計画段階や建設中のものが13GW分ある76。

住友商事は以前、仙台市（宮城県）に112MWの石炭バイオマス混焼発電所の建設
を予定していた。しかし、市や地元住民の反対を受けて同計画は中止に追い込まれ、 
100％バイオマス発電所に変更した77。

住友商事の完全子会社であるサミットエナジーは、発電事業と電力の小売事業を 
行う。2004年に完工した50MWの亜臨界圧石炭火力発電所である小名浜発電所 

（福島県いわき市）は、同社が日本海水との共同所有者となっている78。

気候変動対策に出遅れた住友商事
住友商事は石炭事業の扱いに関して他の日本商社よりもかなり遅れており、2019年 
8月の発表後もそれは変わらない。伊藤忠は2018年、国内での石炭発電所の新規
建設を今後一切行わないと発表し、先駆者としての地位を確立した。現在のところ、
伊藤忠の宣言が商社によるものとして最も強固である。丸紅は、石炭火力発電事業に
よる発電容量を2030年までに3GWから半減させると発表した79。三井物産は2018年
に一般炭の採掘事業から撤退し、日本最大の商社である三菱商事も2018年12月に
三井物産の後に続いて撤退を果たした。さらに2019年2月、伊藤忠は「新規の石炭
火力発電事業の開発および一般炭炭鉱事業の獲得は行わない」と発表し、複数の
炭鉱の権益を売却し始めた80。また双日は2019年3月に一般炭炭鉱の売却を行った81。

それに引き換え住友商事は、競合の三菱商事が一般炭の上流事業からの撤退に
向けた取り組みの一環としてオーストラリアにあるクレモント炭鉱の31％分の権益
を売却した際、グレンコアとの折半でこの権益を取得した82。

石炭事業に対する住友商事の方針は、「統合報告書2019」から読み取れる83。2035年 
までに自社の発電ポートフォリオに占める石炭発電の比率を50％から30％に減らし、
再エネ発電の比率を20％から30％に増やすという、もとからあった低めの目標が
2019年度の統合報告書にも記載された84, 85。発電容量（GW）ベースで石炭削減の
目標を宣言した丸紅とは違い、住友商事は石炭の削減を比率で表している。 
もし住友商事がガス発電や再エネルギー発電の比率を現在よりも拡大させれば、
石炭発電や石炭汚染は実際には減らない可能性もある。

「今後は、石炭ビジネスのトータルバリューチェーンに 
取り組むことで日本の産業界に貢献していきます」
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住友商事は石炭火力発電所の新規開発は行わないとも記載しているが、「地域 
社会における経済や産業の発展に不可欠で、国際的な気候変動緩和の取り組み
や動向を踏まえた、日本国およびホスト国の政策に整合する案件は、個別に判断する」
と補足して抜け道を作っており、同社の掲げた目標は現状のまま事業を続けるのと
何ら変わらない。ある案件が「不可欠」であるとみなす際の基準については具体的に
記載されておらず、ベトナムでのバンフォン事業はこの抜け道を利用して 
進められている。

また住友商事は、一般炭の生産については現在と同水準で継続し、新規炭鉱開発
案件には取り組まないと宣言していた86。その一方で同社のウェブサイトには、市場
に石炭をもたらすインフラの開発に引き続き取り組むとある。「（石炭は）今後も新興国
を中心とした需要が予想され、その重要性は依然として変わりません」。さらに同社
は、採掘から、石炭輸出に用いる鉄道・港湾インフラの開発、日本国内への石炭供給 
に至るまで、幅広い石炭関連事業を手掛けることを誇らしいものとして述べている。

「今後は、石炭ビジネスのトータルバリューチェーンに取り組むことで日本の産業界
に貢献していきます。そして、さらに需要の伸びが期待される、アジア地域の成長に 
資する石炭の安定供給に貢献することを基本戦略としています87」

現代では、採炭業には世界規模のリスクが伴う。米国とEU各国が石炭発電への 
依存度を大幅に減らした際は、世界全体の石炭市場が不安定になり価格が 
下落した88。2013年から2016年に石炭が値崩れした際は、住友商事、三菱商事、 
三井物産は大きな損失を被った89。住友商事には、こうしたリスクの矢面に立った 
過去がある。2015年、市場低迷を受けてオーストラリアのアイザック・プレーンズ炭鉱
の操業停止に追い込まれたのだ90。住友商事がなすべきことは、一般炭市場から完全
に撤退し、財務リスクへのエクスポージャーと石炭による環境負荷を減らすことだ。
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危機に瀕する世界の森林 
日本国内でFIT買取制度のもと認定された発電設備容量は、2017年にピークを迎えて 
13GWもの容量になり、それに加え、この制度には含まれない石炭との混焼による 
ものもある。比較のために述べると、世界のバイオマス発電容量は現在130GWと 
されている。最大のバイオマス発電容量を持つのが米国で、2018年には16.7GW
に達した91。2019年3月時点で、日本には「一般木材」区分のバイオマス発電所が 
48カ所あり、稼働容量は合計1GWを超える92。

住友商事は2008年以来、発電用バイオマス燃料の輸入を長年行ってきた。現在、 
同社の木質ペレット輸入シェアは55％を誇り、2021年までにバイオマス燃料全般で
40％（1,600万トン）の輸入シェア獲得を目指している93。

国際的には熱帯林の減少・劣化について、政策上大きな関心が寄せられているが
（REDDプラスなど）、北米などの温帯林や北方林でも、森林の劣化や植林地への
転換、産業利用の増加といった問題がある。どのタイプの森林でも、減少・劣化 
により種の多様性が脅かされ、大気中の二酸化炭素濃度が上昇する94。

住友商事のバイオマス事業：
燃料欲しさに森林破壊

エンビバのサザンプトン・バージニア工場に関係している、 
メヘリン川付近の湿地林の皆伐地  Dogwood Alliance
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米国南東部：集中的な伐採による森林劣化
米国南部は、世界最大の木材生産地域となっている。集中的な伐採が行われ、 
南アメリカの熱帯雨林と比べて4倍の速さで伐採が進んでいるとされる95。 過去60年間
で１２１４万ヘクタールもの天然林が失われ、１６１８万ヘクタールのマツの植林地に
転換された96。若齢若年林は成熟した森林よりも二酸化炭素の貯蔵量が少なく、 
水量調節や治水面でも劣る97。気候変動により暴風雨やハリケーンの勢いが強まる中、
天然林の持つこうした特徴は一層重要になってくる。

バイオマスを目的とした伐採の増加は、米国内で消費されるためのものではない。 
2019年10月、木質ペレットの主要産地であるノースカロライナ（NC）州は、温室効果
ガスの低減に向けたクリーンエネルギー計画を発表した。この計画では、バイオマス 
への批判が明確に表されている。「木質ペレット業界は現在、NC州の発電 
ポートフォリオに貢献しておらず、NC州のクリーンエネルギー経済を推進しようと 
していない。同業界には現在、NC州のエネルギーセクターに今後貢献していくと 
いった計画がないようである。仮に同業界が今後貢献度を高めようとしたとしても、 
NC州は下記の理由により、同業界の発電セクターによる排出量増加につながる 
活動を支援すべきではない98」

同州のクリーンエネルギー計画では、炭素排出の観点から具体的に、輸出志向の
木質ペレット業界が批判されている。「NC州で生産された木質ペレットを伐採、 
加工、輸送する過程で、州の二酸化炭素排出量は増加してしまう。またこれらの 
木質ペレットは、欧州をはじめとする他地域での燃料とされる。（中略）現行の集計
方法を利用し、外国市場の炭素削減目標を達成するためにNC州の天然資源を 
大量に使うことは、国としても国際レベルでも阻止すべきである99」

ノースカロライナ州など米国南東部の州では以前から深刻な景観悪化が進行して
いたが、他国からの木質ペレット需要の高まりがさらに拍車をかけている。伐採に 
より現在も進む森林劣化は森林破壊と同様に重要だが、軽視されることが多い。 
森林は保水機能や天然の洪水調節機能などを持ち、そうした生態系機能は自然災害
がもたらす最悪の影響から災害に脆弱な地域を守る役目を果たすが、森林劣化が
起こるとこれらの重要な機能が損なわれる。実際、最近のある報告書では、熱帯林
の劣化は炭素排出の点で森林破壊と同程度に深刻な問題となり得ることが明らかに 
されている100。米国の伐採率は世界で最も高いが、同国の森林劣化に関する同様
の分析は行われていない。101木質ペレットの需要が新たに高まり、重要な生態系 
機能を持つ森林の伐採増加につながっている。

住友商事の木質ペレット輸入シェアは55％を誇り、 
2021年までにバイオマス燃料全般で40％（1,600万トン） 
の輸入シェア獲得を目指している。
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米国には、林業の持続可能性に関する統治上の課題もある。米国南東部では森林
の大半が私有地だが、この地域の州には私有林を規制対象とする州法がない。 
また、森林管理のガイドラインは一応あり、森林管理に従事する州の森林官はいる
ものの、皆伐や老齢林の伐採、湿地林の開拓、生物種の生息地の破壊、森林の 
植林地化について州政府はほとんど規制していない102。

州政府による規制が弱い、あるいは規制がまったくないというだけではない。持続可能
な林業イニシアティブ(SFI)や米国森林管理認証制度などの緩いガイドラインを 
含め、森林・木材業界にはさまざまな認証制度があるが、これらが要因となり、 
生物種の多様性に富み、炭素貯蔵能力が高い天然林が産業用の森林と化している。
こうした制度の中で最も厳格な森林管理協議会（FSC）でさえも、森林の炭素貯蔵能力
を守るための基準は設けていない。またFSCが認証しているのは、米国南東部の 
森林のほんの一部に過ぎない。たとえばノースカロライナ州には計、約753万haの 
森林があるが、そのうち約627万haは私有林で、FSC認証を受けたものは 
約19,000haしかない。バージニア州では約635万haの森林のうち約526万haが 
私有林で、FSC認証を受けたものはたったの2％（約10.7万ha）だ103。 

エンビバの施設に関係している、 ノースカロライナ州の湿地林の皆伐地  Dogwood Alliance
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米国外のペレット需要増加により、森林への負荷がこれまで以上に増大している。
欧州からの需要に応じて木質ペレット工場が作られ、これらの工場の生産能力は
2019年に1,060万トンに達した。2030年には1,500万トンまで増加すると予測されて
いる。このバイオマス需要を満たすために必要となる森林面積は、現時点では 
360万haとされているが、2030年には420万ha （東京都の約２１倍） になるとされる104。

105

米国南東部の森林バイオマスは、これまで英国のドラックス発電所をはじめとして
EUを主要市場としてきたが、2018年8月、英国は差額決済契約 (Contracts for 
Differences) という再エネ支援制度を導入し、ライフサイクル温室効果ガス排出量
に関する厳格な制限を設けた（同制度ではEUの再エネ指令に基づくライフサイクル 
アセスメント手法が用いられ、発電所の煙突排出ガスは対象外とされている）。 
同制度のもと、バイオマスのサプライチェーンからの二酸化炭素排出の許容量は
200kg/MWhから29kg/MWhと厳しくなった106。排出量は燃料の輸送段階で基準
を大幅に超える傾向にあったため、この再エネ支援制度で導入された変更は、 
英国内へのバイオマスの輸入増加に歯止めをかけるのに有効な策となった。 
その結果、バイオマスの生産増加による森林損失を将来的に進める主因となるのは、
日本からの需要となった。そして米国産のペレットを日本国内の発電所に供給する
にあたり主要な仲介役となるのが、住友商事などの日本国内の商社である。

広葉樹林 混合林 天然の松林 松の植生林

2030年までに、企業は米国南東部で年間28万エーカー（11.3万ha） 
の森林伐採を行うだろう。

Source: Dogwood Alliance
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住友商事と米国南東部の森林
住友商事は、米国南東部を産地とする木質バイオマスを第三者サプライヤーから
大量に調達する契約を結んでいる。結果として 自社による 調達管理が十分に 
行われていない。また住友商事にはサプライチェーン全体を対象とした「森林破壊
ゼロ」の方針がない。そのことから、環境リスクは一層大きくなっている。

 
エンビバ・パートナーズLPについて

エンビバ・パートナーズLP （Enviva Partners, LP） は、木質ペレット 
輸出企業として米国南東部最大の規模を持ち、8カ所の木質ペレット
工場を運営、さらに13工場を新設する計画を立てている。同社が 
ノースカロライナ州に持つ工場はすべて、環境破壊の影響を受け 

やすい貧困層や人種的マイノリティの多い地域に立地する107。この地域で木材の
供給を独占しているのは小規模な民間地主で、エンビバの推定によると、その数は
65,000を超える108。2019年夏、エンビバは世界最大となる予定の工場の新設を 
ミシシッピ州で進めており、これには非難の声も上がっている。また、アジアをはじめ
とする米国外の市場にペレットを輸出するための港も工場近くに建設中である109。 
 
エンビバのペレット生産では端材ではなく樹木全体が使われたり、天然林が伐採 
されたりしていることも、多くの調査で指摘されている。同社の「トラック＆トレース」
管理システムによると、同社は木材の83％を広葉樹・針葉樹林から調達しており、 
おがくずなど木材生産の残渣を利用したものはたった17％しかない110。

エンビバの工場はアメリカ南東部の針広混交林と中部大西洋沿岸の森林のそばに
立地するが、これらの森林はいずれも、森林の分断化や転換といった生物多様性
への脅威やその他数々の脅威に直面していることから、世界自然保護基金（WWF）
により「近絶滅 / 絶滅危惧森林」に指定されている111。日本政府も資金提供パートナー
として参加するクリティカル・エコシステム・パートナーシップ基金（CEPF）は、動植物
の多様性に富みながらも森林減少などによりその生息地が激減している森林を生物
多様性ホットスポットに指定しており、北米の海岸平野もこれに指定されている112。

エンビバと住友商事
このような米国南部の森林は既に欧州のバイオマス需要の圧力を受けていた。 
今はさらに日本からの圧力が加わっている。エンビバは既に住友商事、丸紅113、 
三菱114といった日本の大手企業と契約を結んでいる。
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住友商事は、福島県の新規発電所 
向けに2022年から年間44万トンの 
木質ペレットを取引する18年契約と115

、2021年から年間25万トンの木質 
ペレットを取引する 15年契約を結ん
だ116。エンビバは2019年6月の投資家
に対するプレゼンテーションで、日本
の商社の中で住友商事が契約の最大
シェアを占めることを明らかにした。 
日本の需要を合計すると、2023年に
はエンビバ製品の総需要の35％を 
占めることが見込まれる117。 

アホスキ製造所 
（ノースカロライナ州）
ノースカロライナ州アホスキにある 

エンビバのペレット製造設備は、周囲
をマツの人工林、マツと広葉樹の自然林、湿地林に囲まれている。ウォールストリート・
ジャーナル紙は、エンビバが中部大西洋地域の湿地林の皆伐を行ってこのペレット
工場に木材を調達していると報じた。この湿地林は既に深刻な減少のさなかにあり、
水質維持や洪水防止といった森林の機能に依存している近隣地域や野生生物に 
悪影響を及ぼしている118。

2016年3月、地元の保全団体「ドッグウッド・アライアンス（ハナミズキ同盟）」の調査
者たちはさらに、ノースカロライナ州のロアノーク川流域の海岸湿地林の皆伐を明らか
にし、これをエンビバのアホスキ木質ペレット製造設備に直接関連付けた。エンビバ
は、広葉樹全てに加えて他の大径木を伐採し、湿地帯から木をなくした。このような
樹木は、生物多様性にとっては重要であるものの商業的にはそれほど価値があると
思われていなかったのだが、ペレット産業がその需要を生み出した119。

残された湿地林は、生物多様性にとって頼みの綱であり、工業的伐採の増加によって
危機に瀕している。沖積層低地の広葉樹の湿地林は、成熟するまで何十年もかかる
ため、伐採されてしまうと復元するのが難しい。洪水パターンが変わったら、森林が
再生する際に植物の多様性に変化が生じる120。

~5.7 million MTPY

Drax

Orsted

Engie

Lynemouth

MGT

RWE

Mitsubishi

Marubeni
Toyota Tsusho

Sumitomo

エンビバ社の2023年までの 
長期供給契約の割合

住友商事は、福島県の新規発電所向けに2022年から年間 
44万トンの木質ペレットを取引する18年契約を結んだ。

エンビバ社
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エンビバ・サウサンプトン製造所（バージニア州）
2018年1月、英国の公共放送「チャンネル4」のニュース番組「ディスパッチズ（特報）」 
の記者が、成熟した湿地林の広葉樹全てに加え、その周囲の広葉樹自然林40haが
皆伐されていることを報告した122。

規模が大きければリスクが高まる
エンビバの日本の商社との長期契約は、その規模拡大を駆り立てている。エンビバ
はこの成長を容易にするために、設備投資を行っている。2019年現在、ミシシッピ州
ルスデールでのエンビバの木質ペレット製造ペレット工場の計画があるが、これに
対して地元で大きな反対運動が行われている。森林減少の脅威に加え、大気環境
モデリングの結果、この地域では工場のせいで連邦政府の大気環境基準に違反 
する大気汚染が発生することが示された。ペレット輸出を支えるため、エンビバ・ 
パートナーズ合資会社がミシシッピ州パスカグーラの船積設備への投資も行っている123。

 

エンビバのサザンプトン施設に関係している、
メヘリン川付近の湿地林の皆伐地  
Dogwood Alliance
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Ahoskie, N.C.

Copyright: ©2012 Esri, DeLorme, NAVTEQ

Wetland Hardwood Forests

Legend

Wetland Hardwood Forests

Ahoskie, N.C. Enviva Pellet Factory

Ahoskie 75mile buffer Data Derived from:

USDA Forest Service - Forest Inventory and Analysis (FIA) Program

and Remote Sensing Application Center (RSAC).

Dataset portrayals of 28 forest type groups across the contiguous United States. 

These data were derived from MODIS composite images from the 2002 

and 2003 growing seasons in combination with nearly 100 other geospatial data 

layers, including elevation, slope, aspect, ecoregions, and PRISM climate data. 
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湿地の広葉樹林
エンビバ・アホスキ工場
アホスキ工場カラ75マイ
ル圏内

湿地の広葉樹林

アホスキ（ノース
カロライナ州）



記者が、成熟した湿地林の広葉樹全てに加え、
その周囲の広葉樹自然林40haが 
皆伐されていることを報告した。

湿地林は、生物多様性の頼みの綱である。
上：エンビバの木質ペレット工場（ノースカロライナ州アホスキー）に関係している皆伐地 Dogwood Alliance 

下：イトスギの湿地林  Winnie Helton Harmon
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カナダの木質ペレット製造
カナダは主要な木材生産国であり、日本にとって世界最大の木質バイオマス供給国
である124。2000年以降、カナダは森林被覆の9.2％（3860万ha）を失い、15億トンの
CO

2
を大気中に放出してきた125。この森林被覆は、パルプ製造と、今やバイオマス 

からの圧力にさらされている。森林の多くは環境攪乱に敏感な高緯度の北方林で 
あり、元通りになるまで100年以上かかるため、1世紀にわたる炭素負債が発生する。

Source: Statistics Canada 126

北米の大きな北方林には、ハイイログマ、オオカミ、ウッドランド・カリブーといった 
野生生物が生息している127。この北方林に生息するウッドランド・カリブーは、カナダ
政府から「絶滅危惧種」に指定されており、主に捕食と生息地の損失により81％減少
している128。餌料源は樹木に付着する地衣類であり、これは成熟した針葉樹に付着
して成長する。ウッドランド・カリブーという種が生き残れるかは、原生林の健全性を
維持できるかどうかにかかっている129。
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カナダ・ブリティッシュコロンビア州は、2000年以来森林面積の9.2％が消失した。  Sam Beebe

ブリティッシュコロンビア州
カナダ国内では、ブリティッシュコロンビア州が木質バイオマス製造のトップに浮上し、
製造量の約半分を占めるようになった130。ブリティッシュコロンビア州からの主要輸出
市場は第1位が英国、第2位が日本であり、2018年の木質ペレット輸出量は 
それぞれ150万トンと62万2000トンである131。カナダのペレット輸出量は2012年から
2014年までの間に2倍以上に増え、2023年にはさらに倍増する見込みである132。 
現在、ブリティッシュコロンビア州は製材端材や病害虫の被害を受けた樹木を原料
にしているとされるが、今後さらに製造量が増加した場合、製材端材などだけで 
生産量を保つことができるのかは議論の余地がある。

ペレットの買い手であり製造者でもある住友
住友商事は、サプライヤーを通じてブリティッシュコロンビア州から木質ペレットを
調達している。同社はピナクル・リニューアブル・エネルギーと3件の契約を結んで 
いる133。ピナクルは、カナダ西部で木質ペレット製造設備を8カ所稼働させており、 
うち7カ所がブリティッシュコロンビア州にある 134。同社は2022年に契約販売の48％
がアジアの顧客向けになるだろうと述べている。ピナクルと住友との最も直近の 
契約は、2019年3月に締結されたもので、2022年から年間20万トンを供給する 
内容である135。
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2017年に住友商事は、パシフィック バイオエナジー コーポレーションの株式を48％
取得し、木質ペレット製造ビジネスに直接参入した。カナダに本社を置くこのバイオマス
燃料製造会社は、長年欧州市場に供給を行ってきたが、住友商事を通じて日本市場
への供給も増えてきた。同社の製造プラントは、年間55万トンのペレット製造能力が
ある136。2019年に業界メディアは、日本の未公表の新規バイオマス発電所2カ所に
向けて、パシフィック バイオエナジーから年間計17万トンのペレットを供給する契約
が結ばれたことを報じた137。

ピナクルのストラスネイバー製造設備、およびパシフィック バイオエナジーのプリンス
ジョージとチェトウィンドの製造設備（下図の4、1、11）の伐採エリアには、カリブーの
生息地のほか、先住民保護保全地域の計画地も含まれている可能性がある138。

British Columbia Inland Temperate Rainforest 

(ITR) and Pellet and Pulp Mills
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ベトナム
ベトナムの木質ペレットの市場として、日本は韓国に次いで2番目に大きな市場で 
あり、2019年の木質ペレット輸出の25％を消費している139。逆に、日本にとっての木質
バイオマス供給国の中で、ベトナムは2018年の出荷量がカナダに次ぐ第2位という
位置付けでもある140。

しかし、品質管理が依然として問題である。ベトナムは2016年に自然林での伐採を
禁じ、輸入材の主要な加工国として浮上してきたが、東南アジアやアフリカで違法
伐採された木材のロンダリングを行った後に米国、EU、日本に輸出しているとして、
非難も受けている141。

韓国は木質ペレットの大半をベトナムから輸入してきた。韓国がベトナムのペレット
製造業者のトレーサビリティを改善するためにCoC（加工・流通過程の管理）認証を
要求した際、不正な証明書が提示されたことが分かった142。木質以外の廃棄物 
など不適切な原料が含まれていたため、韓国はペレットが木質から作られるべき 
という明示まで行わなければならなかった143。2018年6月に韓国は補助金の制度を
変更して、再生可能エネルギー証書（REC）において国内調達したペレットの 
インセンティブを高めて国内バイオマス資源の開発を促し、遅ればせながら 
バイオマス輸入の役割を制限するように政策変更を行った国の仲間入りをした144。

2019年夏に日本の環境NGOは、ベトナムのペレットのサプライヤーがFSCのCoC
認証を悪用しているという申し立てについて調査を開始した。申し立てによると、 
森林から持続可能な形で調達された木を原料としていることを証明するのに必要な

「FM（森林管理）認証」が欠けているのに、FSC認証を受けた物を輸出していると
主張しているとされる。もしサプライヤーと日本の商社が、不適格な廃棄物から 
作られた物を「一般木質バイオマス」であると不正に主張しているなら、日本の固定
価格買取制度のもとではるかに高い補助金を得ることになるだろう。加えて、ベトナム
のペレットは極めて有害な物質を含む場合もあると言われており、商社が適切な検査
を行わなければ一般市民をこのような強力な汚染物質にさらすことになりかねない145。
最新の住友商事から返信された文書では、住友は現在国際認証を取得している 
サプライヤー1社との短期取引でバイオマス燃料を購入している。146

住友商事とベトナム
住友はずっと前からベトナムのサプライヤーと契約を結んでいるが、契約の詳細 
情報は少ない。日経アジアンレビューでは、住友商事が2017年現在で、カナダと 
ベトナムから木質チップとペレットを年間計20万トン輸入したと報じられている147。
最新の住友商事から返信された文書では、住友は現在国際認証を取得している 
サプライヤー1社との短期取引でバイオマス燃料を購入している。148
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低リスク
中リスク

高リスク
不明

住友商事と日本のバイオマス発電所

住友商事は、日本でバイオマス発電所の所有と投資をしており、一部は 
100％子会社のサミットエナジーを通じて行っている。

設備の情報 環境リスク要因

発電所名 燃料 規模 稼働年 所在地 
（県、市）

ロング 
サプライ
チェーン

発電 
効率

長距離
の燃料
輸送 

仙台高松 
発電所

北米の木質
ペレット

（主要燃
料）、 
オセアニアの
ペレット、 
PKS

112MW 2023 
（予定）

宮城県 
仙台市

149

酒田バイオマ
ス発電所

木質チップ 
（地元産） 
40％、木質ペ
レット（カナダ
から輸入） 
60％150

50MW 2018 山形県 
酒田市

半田バイオマス
発電所151

木質チップ 
（主に輸
入）、 
 PKS152

75MW 2017 愛知県 
半田市

糸魚川バイオ
マス発電所153

建設廃材154、
木質チップ、
石炭30％155

50MW 2005 新潟県 
糸魚川市

156  
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ロングサプライチェーンとリスク

住友商事が第三者から燃料を輸入する場合、その燃料の調達方法を直接コントロールして
いない。例えば、住友は米国の木質ペレットのサプライヤーであるエンビバと契約を結んで
おり、エンビバは私有地の個人所有者から木材を購入している。ベトナムのペレット製造業者
は、木材やその他の原料をいくつかの国から調達しているかもしれない。このように 
コントロールもトレーサビリティも説明責任もないことは、自然林の破壊や劣化や 
プランテーションへの転換のリスクを高める。自主的な業界認証プログラムは、確実に森林
を保護するのに適切ではない。なぜなら、エンビバが利用するサステナブル・バイオマス・ 
プログラム（SBP）をはじめとする一部の制度は抜け道だらけであるし157、これよりさらに厳格な 
FSCなどの制度はバイオマス燃料での利用が意図されたものではなく、サプライヤーに 
悪用され得るからだ158。FSCは、炭素基準がないことと手付かずの森林景観を守るには弱い
ことが環境団体から批判されており、これが原因でグリーンピース・インターナショナルは
会員をやめるに至った159。住友商事は行動指針に透明性を掲げているが160、どの発電所に
関してもバイオマス燃料の調達源について公開されている情報はほとんどない。 

 

発電効率

バイオマス発電所は効率が低いことで知られている。小規模ユニットのエネルギー変換効率
は燃料のエネルギー量のおよそ20〜30％であり、大規模な石炭のような発電所（50MW超）
でも40％に満たない。一番良いのは燃焼の廃熱を捕捉して利用することで、そうすれば 
エネルギー変換効率は80％に達する。いくつかのバイオマス発電所では効率のデータを 
入手できないが、その規模と所在地のせいでかなりの量の廃熱利用が不可能になっている。 

 

長距離の燃料輸送

バイオマス発電所に関連した完全なCO
2
排出量には、森林に貯留された炭素の損失に 

加え、木をチップやペレットに加工したり調達源から発電所まで輸送したりするのに使う 
燃料も含まれる。地元産バイオマスの炭素排出量は、燃料を使って何千キロメートルも輸送
されてきた場合より、はるかに少なくなる。 
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仙台高松発電所：大規模すぎて持続可能ではない

住友商事は、日本で最大規模のバイオマス発電所をいくつか開発してきた。同社の
一番最近の大規模発電所である仙台高松発電所は、112 MWの石炭火力発電所
としてスタートした。国で義務付けられた環境影響評価を必要とする規模をわずかに
下回るものだ。地元住民から反対を受け、最終的には2017年12月に仙台市が環境面
から新たな指導方針を策定したことを受けて、住友商事はこの発電所を同規模の
100％バイオマス発電所として建設すると発表、国内最大規模のバイオマス専焼の
発電所の一つになると述べている161。

仙台市の地元住民や近くにある東北大学の教員らは、市内に計画された別の石炭
火力発電所を相手に訴訟を起こした。石炭とバイオマスの混焼を行う仙台高松 
発電所にも猛反対して、持続可能性に関する一連のワークショップや地域イベント
を開催し、バイオマス専焼発電所として生まれ変わっても反対を続けた162。

石炭火力発電所から転換された仙台高松発電所は、バイオマス発電所としては規模
が大きい。つまり、非常に大量の熱が発生して燃焼の廃熱利用を行うことが困難で
あるため、温室効果ガス排出量が多い。さらに住友商事は、この事業規模に対して
地元産燃料の安定供給を得ることは非現実的であるため、輸入ペレットを主要燃料
とすると述べている。ペレットは主に北米から調達され、それに伴い製造と長距離輸送
に化石燃料を使用することになる。ペレットのサプライヤーについても、木が調達 
される具体的な地域についても、情報が全く提供されなかった163。

石炭からバイオマスに転換されたこの発電所の規模が不適切であるがために、 
世界中から輸送されてくるペレットに依存し、ペレットのエネルギー量の半分以上を
熱として失うために効率が低く、北米の森林への影響が不明であるという問題が 
生じている。

住友商事は、2023年に仙台高松発電所のフル操業を始める意向である。
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Mike Mozart

バイオマスと石炭エネルギーを追い求めている住友は、気候への有数の加害者で
あり、日本の大手商社全ての中でも最も反応が鈍い部類に入る。

北米では住友商事の名前を誰もが知るわけではないかもしれないが、多くの米国人
とカナダ人はその商品を消費している。米国とカナダの全土にわたり、自家用車を
所有している人は、気付かぬうちに同社と取引している可能性が高い。

TBCコーポレーション
2005年に米州住友商事会社（SCOA、東京に本社を置く住友商事の完全子会社）
は、TBCコーポレーションを買収した170。TBCは、フロリダ州パームビーチガーデンズ
に拠点を置く、垂直統合されたタイヤのマーケティング会社である171。

TBCは有名な自動車ブランドをいくつか所有しており、例えばナショナル・タイヤ・
アンド・バッテリー（NTB）、ビッグ・オー・タイヤ、タイヤ・キングダム、マイダス 

（フランチャイズ店と直営店を全て合わせると3200店舗を超える）のほか172 173、 
オンライン小売業者のタイヤ・アメリカなどがある174。

住友商事と北米の消費者の接点
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さらに、TBCブランドはプライベートブランドタイヤの北米最大の販売会社である。 
TBCはこのようなタイヤを、アドバンス、エルドラド、サイレン、トースター、クロスウィンド、
ハーベスト・キング、シエラ、トレーラー・キング、デルタ、マルチ・マイル、住友、バンダー
ビルト、デラックス・チューブス、パワー・キング、トーマックスといったブランド名で、 
米国、カナダ、メキシコで独立した小売業者と卸売業者に流通させている175。

ナショナル・タイヤ・ホールセール
もう一つのTBCの会社、ナショナル・タイヤ・ホールセール（NTW）はSCOAと 
ミシュランの合弁会社であり、両社のプレスリリースによると、2社のタイヤ卸売部門
を統合して米国第2位のタイヤ卸売業者となった176。

2016年にミシュランは、ゴムの調達において「森林破壊ゼロ」理念に適合し、保護 
価値と炭素蓄積の高い森林を保護し保存するプランテーションと仕事をするという
独自の方針を打ち出している177。

この方針に従うために、ミシュランはパートナーの住友に対し、森林や石炭燃料を 
燃やすのではなく、炭素を森林と土壌に安全に貯留させておく事業慣行に携わる 
よう圧力をかける義務を負う。
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マイティ・アースは住友商事に対し、石炭とバイオマスの事業に関して実のある 
新方針を実施することと、2019年8月の石炭に関する方針における抜け道をすぐに
ふさぐことを求める。

以下の重要な規定を含む責任ある 
エネルギー方針の採用を求める：

石炭
脱石炭へのコミットメント
あらゆる石炭火力発電と燃料炭の採掘への関与を世界全体で2030年 
までにやめるというコミットメントを、公に示すこと。このコミットメントには、
現在計画中または建設中の石炭プロジェクト（マタバリ、バンフォン、 
タンジュンジャティBを含む）を中止すること、新規の石炭火力発電所や
炭鉱の建設または投資を全てやめること、既存の発電所と炭鉱を段階的
に廃止することを含むべきである。2020年6月の第152期定時株主総会
までに実施計画を公表すること。 

1

住友商事：望まれる方針変更

Winnie Helton Harmon
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石炭投融資の停止
三井住友銀行を含む住友グループ企業内で、石炭へのプロジェクト 
ファイナンスと石炭開発事業者へのコーポレートファイナンスを停止 
させること。住友グループ全社のエネルギー事業へのプロジェクト 
ファイナンスを、パリ協定の目標に合致するように転換すること。
 

石炭支援政策の終了への後押し
国内外で石炭を支援する日本の公共政策を終了させるよう提唱する 
こと。日本で新規の石炭の建設を全てやめ、2030年までに全ての石炭
を段階的に廃止するように確保すること。再生可能エネルギーによる 
発電を日本全国に拡大する政策を後押しすること。

人権
地域社会の人権侵害を防ぎ、住民と適切な対話を行うこと。住民や 
非営利組織（NPO）などステークホルダーの提起した懸念に速やかに
対処すること。

2

3

4

あらゆる石炭火力発電と燃料炭の採掘への関与を 
世界全体で2030年までにやめるというコミットメントを、 
公に示すこと。

石炭の山、宮崎県日向港にて. Ted McGrath
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バイオマス
「森林破壊ゼロ、泥炭地ゼロ、搾取ゼロ（NDPE）」

住友商事の世界中の事業拠点、子会社、合弁会社、サプライチェーンの
取引先の全てに適用される、責任ある林産物方針を早急に採用し実施
すること。住友グループ内で、各社が同じ基準を採用するように働きかける 
こと。方針では、天然林の劣化とプランテーションへの転換を禁止し、 
原生林、泥炭林、高炭素貯蔵の景観での森林施業を禁止し、森林被覆
の損失を完全になくすようにすべきである。住友商事自身のバイオマス
設備向けか、他社の発電所に販売するものかにかかわらず、あらゆる 
バイオマス原料の開発や投資において、強制労働や人権侵害を完全に
なくすようにすること。方針は、詳細な期限付きの実施計画と、進捗に 
関する定期的な情報公開を伴うべきである。森林の減少や劣化に寄与 
する疑いのある北米やベトナムからの木質ペレットの輸入への関与を
やめること。これからの重要な10年間で GHG排出を再吸収でき、 
再生の早いバイオマス燃料のみ取引すること。

パーム油ゼロ
食品やパーソナルケア製品向けのパーム油を得るために、すでに大幅な
森林減少が進行している。パーム油をバイオエネルギーとして利用するの
は、森林減少や間接的な土地利用の変更により、さらなる環境負荷を 
もたらす。これを原料として使用する現在または将来のバイオマス発電所
への関与または投資を完全になくすこと。発電所の燃料源として使用 
するパーム油開発への関与または投資を完全になくすこと。

透明性とトレーサビリティ
バイオマスを燃焼する住友商事の発電所全てにおいて、使用する 
バイオマス燃料の調達源と種類に関する情報を公開し、定期的に更新
すること。

苦情処理手続き
苦情処理手続きと公的な苦情処理メカニズムを導入すること。

検証
森林保護方針の遵守について第三者による検証を約束すること。

1

2

3

4

5
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バイオマス政策改革の後押し
地域の有機廃棄物を地域で利用することに業界が再び関心を持つように、

「バイオマス発電に関する共同提言」（2019年7月）に沿って日本の 
再生可能エネルギー政策の改革を公に提唱すること178。この提言は、 
日本のバイオマス発電について次のような政策を訴えている。真の温室
効果ガス排出削減をもたらす（ライフサイクル全体で天然ガスの50％ 
未満にする）こと、森林減少や生物多様性の劣化と損失に寄与しない 
こと、パーム油などの植物油を用いないこと、人権侵害を伴わないこと、
食料との競合を回避すること、有害物質や放射性物質の排出を伴わず
適切なモニタリングを行うこと、透明性とトレーサビリティを確保する 
こと、環境影響評価を実施し地域社会の合意を得ること。

クリーンエネルギー政策改革
日本が2030年までに50％再生可能エネルギー電力を達成できるように、
他の主要企業とともに日本のエネルギーシステムの改革を要求すること179。

6

7

布引風力発電所 This-is-Fukushima (https://www.flickr.com/photos/131682702@N04)
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マイティ・アース（MIGHTY EARTH）について
マイティ・アースは、土地、海洋、気候を守るために活動する世界的なキャンペーン
団体である。目指すのは、世界で最も効果的な環境団体である。森林破壊と 
人権侵害をサプライチェーンから排除する方針を採用するように世界大手の 
食品会社と農業法人を説得する上で主導的な役割を果たし、クリーンエネルギー
に数十億ドル規模の資金の移転を行うよう推進してきた。国際的に変化を訴えたり、 
あるいは地元レベルで呼びかけをし、環境保護の動きを盛り上げている。

マイティ・アースは国際政策センターの財政支援を受けたプロジェクトで、米国の
501(c)3非営利組織である。ヘンリー・ワックスマン会長は米国連邦議会の 
元下院議員であり、特に1990年改正大気浄化法や安全飲料水法など、過去 
50年間の最重要環境法のいくつかについて立法の任に当たった。
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